―海洋秩序維持に関する国際戦略等に係る調査―


1． 調査目的

本調査は、国際的な「海洋秩序の維持」が大きな課題になっていることに鑑み、昨年度に引き続き、米国の海洋戦略及び海上保安分野における米国の人材育成・教育制度についてその動向を調査し、今後、我が国の海上保安分野における戦略立案及び的確な業務の実施に資することを目的としている。
本年度の調査においては、三か年計画の最終年度として、海洋秩序を維持するための海洋政策・戦略及び人材育成に関する政策的提言を行うとともに、海洋秩序維持に関して我が国が行ってきた取り組み等について、ワークショップを通じた意見交換及び情報発信を行った。
２．調査方法及び項目
（１）調査方法
海上保安に関する業務、政策に精通した中堅幹部クラスの研究員を当機構在ワシントン研究室に派遣し、同室を拠点として米国沿岸警備隊（以下「USCG」という。）を中心とする関係機関等から情報収集・交換を行った。また、データ検索、文献資料収集・レビュー、海上保安に関する教育・訓練、セキュリティ関連施策の情報収集等作業の一部は、ワシントン所在の米国民間調査機関であるGS&T (Global Strategies and Transformation)社へ委託した。
（２）調査項目
本年度の調査項目は次のとおり。

1． 米国の海洋秩序維持（特にアジア太平洋地域）に関する戦略等の調査
2． 海洋秩序維持のための教育制度の調査
3． ワークショップの開催
３．調査研究の内容

ここでは、報告書にまとめた調査内容を要約して紹介する。
1） 米国の海洋秩序維持に関する戦略等の調査
第1部においては、国際的な海洋秩序を維持するための日米海上保安協力のあり方について取り纏めるとともに、米国が実施した「航行の自由作戦」、米国沿岸警備隊・米海軍間の相互運用性及び米国海洋政策・戦略の一つである海上領域認識について調査した。

第１章では、海上保安機関の役割が世界的に注目される中、海洋秩序を維持するための日米海上保安機関の協力のあり方について、当地専門家から聴取した政策的提言を取り纏めた。
　第２章では、海洋秩序の維持に大きな役割を果たしている米国沿岸警備隊及び米海軍について、両組織間の相互運用性に注目し、その現状と課題について調査した。
　第３章では、米国が南シナ海において実施した「航行の自由作戦」に着目し、米国の海洋戦略全般及びその戦略的意図等について調査した。
　第４章では、米国の海洋政策・戦略を支える海上領域認識（MDA）について、データ融合・分析技術に着目し、米国および欧州におけるMDAの各種取組を調査した。
２）海洋秩序に必要な人材育成に関する調査
第2部においては、昨年度の調査を踏まえ、米国沿岸警備隊幹部職員が米国海軍大学校で参加している過程を参考に、国際連携・協力に的確に対応するための教育制度について調査した。
３）ワークショップの開催（報告）
我が国は貿易量の殆どを海上輸送に依存しており、海洋は国民経済を支える重要な海上輸送路となっている。特に、インド洋からアジアに至る海域は、マラッカ・シンガポール海峡を抱えるなど世界的にも重要な海上輸送路であるが、依然として海賊事案及び国際組織犯罪等が発生するなど、アジア地域における海洋秩序の維持は世界的にも、また国民経済を支える上でも重要な課題となっている。
このような状況の下、南シナ海及び東シナ海等における中国の活動に対する米国の戦略的対応に関する意見交換及び情報収集を実施するとともに、海洋秩序維持に関する我が国の立場及び取り組みについて、積極的な情報発信を行うことを目的に、以下の日時場所において、ワークショップを開催した。
日時
　　第１回目　平成28年1月20日（水）

　　午前10時00分〜午後12時00分
　　第２回目　平成28年1月28日（木）

　　午前10時00分〜午後2時00分
場所
　　新アメリカ安全保障センター（Center for a New American Security）会議室
４．事業の成果、達成状況
本調査の実施にあたっては、昨年度同様、国際世論の中心地である米国ワシントンに常駐することの利点を最大限に生かし、米国沿岸警備隊及び当地の海洋安全保障の専門家等から最新の情報を収集、分析を行い、極めて有意義な意見交換・情報収集を行うことができた。
本調査では、アジア太平洋地域を取り巻く急速な海洋安全保障環境の変化を踏まえ、近年特に注目されている海上保安機関の海洋秩序維持に果たす役割を中心に、アジア太平洋地域における米国の海洋政策・戦略の現状を調査するとともに、将来の日米海上保安協力における政策的提言を取り纏めた。
三か年の本事業を通じ、米国沿岸警備隊をはじめ、米国の著名な研究者との広範な人的ネットワークを構築するとともに、多くの日米専門家と海洋秩序維持に関する活発な意見交換を実施した。なお、アジア太平洋地域の海上保安機関に対する能力向上支援について、首脳会談等において今後の日米両国が協力して取り組むべき課題として確認されたが、これは本事業の一環として昨年度開催された「海上保安セミナー」の大きな成果であると自負している。
以上、本事業で得られた成果については、今後、我が国の海洋政策・戦略を策定する上で大きく寄与すると思料される。
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